
子供の発達や学習者の意欲・能力等に応じた柔軟かつ効果的な
教育システムの構築について（答申）（案）（骨子）

【平成26年7月２９日 諮問事項】

(1) 小中一貫教育の制度化をはじめ
とする学校間連携の一層の推進
について

(2) 意欲や能力に応じた学びの発展
のための高等教育機関における
編入学等の柔軟化について

教育再生実行会議 第五次提言

② 大学への飛び入学制度の
実態等を踏まえた高等学校
早期卒業

③ 大学・大学院入学資格要件
（12年又は16年課程修了）

の緩和

④ 大学編入学資格の弾力化
（高等学校専攻科、

職業能力開発大学校・短期
大学校等からの大学編入学）

【答申案】

小中一貫教育が

① 小中一貫教育学校（仮称）

小中一貫型小学校・中学校(仮称)  

の制度を創設
（小中一貫教育の実施に必要な教職員定

数の措置や、施設整備の支援をはじめ
とする推進方策を実施）

免許は小･中併有が原則
（当面、小学校又は中学校の免許状を持

つ者は相当する課程の指導を可能とし

つつ、両免許状の併有促進や、小学校

段階で専科指導が一層促進されるため

の措置を検討）

② 飛び入学者について、大学での
単位修得をもとに､高等学校卒業
と｢同等以上の学力｣を有すること
を文部科学大臣が認定。

③ 文部科学省が対象国を指定して
大学入学資格を認める。認証評価
を受けた３年以上の学士課程卒の
留学生については、大学院入学資
格を認める。

④ 高等学校専攻科については、
授業時間数等の基準と、評価の
仕組み等により質を担保し、
大学への編入学を認める。
（職業能力開発大学校等からの編入学は、

大学における単位認定の状況を踏まえ
必要に応じ見直し）

子供の発達や学習者の意欲・能力等に応じた
柔軟かつ効果的な制度とする下記改正を行い、
他の教育改革とあいまって、
子供たちが十分な知識や技能を身につけ、十
分な思考力や判断力、表現力を磨き、主体性
をもって多様な人々と協働できるよう、子供
の能力や可能性を引き出し、自信を育む教育
の実現を図る。

① 小中一貫教育の制度化と
その総合的な推進方策

（教員免許制度の在り方を含む）
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小中一貫教育の制度設計 （案）

A小学校
B小学校

C中学校

小中一貫教育学校
（仮称）

中学校

小学校

小中一貫型小・中学校
（仮称）

市町村教委

就学指定

学校設置
義務の履行

小中一貫教育学校（仮称） 小中一貫型 小学校・中学校（仮称）

修業年限 ・９年
（ただし、転校の円滑化等のため、前半６年と後半３年の
課程の区分は確保）

・小・中学校と同じ

教育課程 ・９年間の教育目標の設定、９年間の系統性を
確保した教育課程の編成

・小・中の学習指導要領を準用した上で、一貫
教育の実施に必要な教育課程の特例を創設
（一貫教育の軸となる新教科創設、指導事項の学年・学
校段階間の入れ替え・移行）

・９年間の教育目標の設定、９年間の系統性を確
保した教育課程の編成（※）

・小・中の学習指導要領を適用した上で、一貫教
育の実施に必要な教育課程の特例を創設
（小中一貫教育学校（仮称）と同じ）

組織 ・１人の校長

・一つの教職員組織

・教員は原則小・中両免許状を併有
（当面は小学校免許状で小学校課程、中学校免許状
で中学校課程を指導可能としつつ、免許状の併有を
促進）

・学校毎に校長

・学校毎に教職員組織

（学校間の総合調整を担う者をあらかじめ任命、学校運営
協議会の合同設置、校長の併任等、一貫教育を担保す
る組織運営上の措置を実施）（※）

・教員は各学校種に対応した免許を保有

施設 ・施設の一体・分離を問わず設置可能 ・施設の一体・分離を問わず設置可能

（制度化に伴う主な支援策）
９年間を適切にマネジメントするために必要な教職員定数
の措置

（制度化に伴う主な支援策）
施設一体型校舎や異学年交流スペースなど、小中一貫教
育に必要な施設整備を支援

（制度化に伴う主な支援策）
異学年交流スペースなど、小中一貫教育に必要な施設整備
を支援

・１人の校長の下、原則として小中免許を併有した教員が９年間の一貫した教育を行う新たな学校種を
学校教育法に位置付け（小中一貫教育学校（仮称））

・独立した小・中学校が小中一貫教育学校（仮称）に準じた形で一貫した教育を施すことができるように
する（小中一貫型小・中学校（仮称））

・既存の小・中学校と同様、市町村の学校設置義務の履行の対象とする。（市町村は全域で小中一貫教
育を行うことも可）

・既存の小・中学校と同様、市町村教委による就学指定の対象校とし、入学者選抜は実施しない。

◎ 制度設計のポイント

◎ 小中一貫教育の２つの類型

◎ 制度化後のイメージ

（制度化に伴う主な支援策）
小中一貫教育の円滑な実施のための教員加配を措置

（※）通常の小・中連携と区別するため、これらの事項は要件化



飛び入学者に対する高等学校の卒業程度認定制度の創設（案）

教育再生実行会議第五次提言
能力や意欲に応じて学びの発展やその後の進路変更に対応できるよう、国は、大学への飛び入学制
度の活用実態等も踏まえて、高等学校の早期卒業を制度化する

飛び入学者について、大学での一定の単位の修得状況をもとに、高等学校において３年の課程を修了
した者と「同等以上の学力」を有することを文部科学大臣が認定する。

■具体的な審査の流れ
○ 大学入学後に飛び入学者本人が文部科学大臣に申請
○ 審査委員会（高等学校、大学関係者を含む）を設け、以下の基準に基づき審査。

（審査基準）
・高等学校で50単位以上を修得していること（高等学校2年間で修得できる単位の目安）
・大学で16単位以上を修得していること
・取得した単位の分野が著しく偏っていないこと

○ 審査委員会の意見を踏まえ、文部科学大臣が高等学校卒業と同等以上の学力が
あることを認定。

■認定の効果
通常の高等学校卒業と同等の法的地位、社会的評価が得られる
（各種の資格試験の受験資格や大学の一般的な入学資格、「高等学校卒業程度
特別認定者（仮称）」の称号等）



国際化に対応した大学・大学院の入学資格の
見直しについて（案）

教育再生実行会議第五次提言
能力や意欲に応じた学びの発展やその後の進路変更に対応できるよう、国は、大学への飛び入学制
度の活用実態等も踏まえて高等学校の早期卒業を制度化するとともに、学制の異なる国からの留学生
受入れなど、国際化に対応できるよう、大学及び大学院入学資格において課している１２年又は１６年の
課程の修了要件を緩和する

・文部科学省において、確認のうえ、対象国を指定することにより、１２年に満たない教育課程の国から
の留学生等であっても、我が国の大学への入学が可能となるように措置

・外国における教育課程が１６年に満たない場合でも、学位の質保証の観点から、一定の要件を満たす
場合には、学士の学位を有している場合には我が国の大学院への入学資格を認める

■具体的な内容
・文部科学省において、我が国の教育課程との相当性や、当該教育課程終了後の大
学への進学状況等を個別に確認した上で、対象国を指定することにより、１２年に満
たない教育課程の国からの留学生等であっても、我が国の大学への入学が可能とな
るように措置
・外国における教育課程が１６年に満たない場合でも、学士の学位を有している場合
には、学位の質保証の観点から、①認証評価機関等による評価の仕組みが設けら
れている課程で取得した学位であること、②学士を取得する教育課程が３年以上の
修業年限であること、を満たす場合には、我が国の大学院への入学資格を認める

現行制度においては、外国の学校を卒業した者の我が国の大学及び大学院
の入学資格について、主に以下の要件を課している。

大学入学資格 大学院博士前期 （大学院博士後期）

課程修了要件 外国において学校
教育における12年
の課程を修了してい
ること

外国において学校
教育における16年
の課程を修了してい
ること

（医・歯・一部の薬・
獣医については18
年）

課程修了要件なし

※修士又は専門職
相当の学位を授与
されていること

個別入学資格審査
＋年齢要件

各大学の個別入学
資格審査に合格し、
18歳に達したもの

各大学院の個別入
学資格審査に合格
し、22歳に達したも
の

（医・歯・一部の薬・
獣医については24
歳）

各大学院の個別入
学資格審査に合格
し、24歳に達したも
の

■現状



高等教育機関における編入学の柔軟化について
（案）

教育再生実行会議第五次提言
学習者が、目的意識に応じて、自らの学びを柔軟に発展させるとともに、様々な分野に挑戦していくこ
とができるよう、高等教育機関の間での進路変更の柔軟化を図ることが必要

・一定の要件を満たす高等学校専攻科については、当該高等学校専攻科における学修を大学における
単位認定の対象とするとともに、当該高等学校専攻科の修了者に対し、大学への編入学の途を開く

・職業能力開発施設については、平成２６年９月に文部科学省告示を改正し、当該施設における学修が
大学における単位として認定できることとなったところ。今後の各大学の単位認定状況を踏まえ、必要
に応じて、職業能力開発施設における教育内容の見直しを実施

■現状
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※なお、簡略化のため、上図は教育機関相互における全ての単位認定、編入学の関係を記載しているものではない。

■具体的な内容
○ 高等学校専攻科については、その修業年限や授業時間数、教育内容、教員資
格等に関して、新たな基準を設けることや、客観的な評価の仕組みを構築するこ
とを通じて、当該高等学校専攻科における学修を大学における単位認定ができ
る学修の対象とするとともに、当該高等学校専攻科の修了者に対し、大学への
編入学の途を開くなど所要の措置を講じる。

○ 職業能力開発施設については、同校における学修が、大学における単位とし
て認定されることについては、平成２６年９月に文部科学省告示が改正したとこ
ろであり、今後、各大学における単位認定の状況を踏まえた上で、必要に応じ
て、職業能力開発施設における教育内容の見直しを実施。


